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公募型事業調査のフォローアップにおける書面・ヒアリング調査結果 

 

 

 

１．書面・ヒアリング調査の対象事業の選定 

   文部科学省幹部職員の事案等に関する調査・検証チームにおける作業チームの弁護士

４名により、平成３０年度に調査した全６４３事業のうち、平成３１（令和元）年度に

おいても継続して実施している４２８事業から４３事業、平成３１（令和元）年度に新

規に公募を始めた約１６０事業から２０事業、計６３事業（別添参照）を選定。 

 

 

２．調査方法 

   大臣官房会計課の会計実地監査に併せて、平成３０年度公募型事業選定プロセス調査

と同様に、以下の観点により、書面及びヒアリング調査を実施。 

 

（調査の観点） 

 ①特定の者のみを利するような情報提供の仕方になっていない。 

 ②特定の者のみを利するような対応をしていない。 

 ③利害関係者や利益相反者等の範囲を明確にしている。 

 ④審査から利害関係者や利益相反者等を排除している。 

 ⑤公平性・公正性が担保されるよう審査委員会の実施方法に配慮している。 

 ⑥公平性・公正性が担保されるよう審査委員の公表について配慮している。 

 ⑦審査委員又は審査委員会による審査結果を恣意的に変更していない。 

 ⑧特定の職員が恣意的に採択者を選定していない。 

 

 

３．調査結果 

   全６３事業において、平成３０年度の調査において示された調査・検証チームからの

指摘事項について、確実な改善や自主的な取組が図られており、特定の者の恣意的な意

向が反映されていない制度、運用となっていることを確認した。 

  

 

  



 

 

平成30年度からの継続事業 平成31年度（令和元年度）新規事業

1  国際バカロレアに関する国内推進体制の構築 1  文部科学省電子入札システムの更改及び運用・保守　一式

2  初等中等教職員国際交流事業 2  次期文部科学省行政情報システムに係る業務・システムの調査分析業務

3  日本型教育の海外展開推進事業 3
 高機能化する学校施設のＬＣＣ、省エネ性能等を踏まえた多様な整備・運営に
関する調査研究

4  中央合同庁舎第７号館整備等事業終了に関する調査・検討業務 4  国際連合大学本部施設空調監視装置改修工事

5  学校施設環境改善交付金 5
 グローカルな人材育成に資する国際協働型プロジェクト学習の効果に関する調
査研究

6  沖縄振興公共投資交付金 6  魅力ある学校づくり調査研究事業

7  学校施設の安全性の確保及び防災機能強化の検討（仮称） 7  高等学校段階における入院生徒に対する教育保障体制整備事業

8  PPP／PFI手法の検討及び留意点等の整理を行う先導的開発事業 8  SNS等を活用した相談体制の在り方に関する調査研究

9  アジア高校生架け橋プロジェクト 9
 先導的大学改革推進委託事業（大学院における教育改革の実態把握・分析等に
関する調査研究）

10  専門学校生への効果的な経済的支援の在り方に関する実証研究事業（公募型） 10  平成３１年度「大学入学者選抜改革推進委託事業」

11  子供の読書活動の推進「読書コミュニティ拠点形成支援」 11  海外の新興・融合領域に係る戦略の策定プロセスに関する調査分析業務

12  全国的な普及啓発の実施 12  地域課題に対応するコミュニケーションの推進事業

13  男女共同参画推進のための学び・ｷｬﾘｱ形成支援事業（研究協議会） 13  ナノ材料の界面・構造制御プロセスサイエンス

14  「高校生のための学びの基礎診断」に関する試行調査・研究事業（typeA） 14  全固体電池を実現する接合プロセス技術革新

15
 福島イノベーション・コースト構想等を担う人材育成に関する事業（未来へは
ばたけ！イノベーション人材育成事業）

15
 気候変動に関する政府間パネル(IPCC)第１作業部会に関する国内外の研究動向
の調査等

16  幼稚園の人材確保支援事業 16  地球観測技術等調査委託事業

17  スーパーサイエンスハイスクール 17
 障害者スポーツ推進プロジェクト（障害者のスポーツ参加促進に関する調査研
究）（指導者養成関係）

18  学校教育設備整備費等補助金 18
 スポーツ界のコンプライアンス強化事業(スポーツ界のコンプライアンス体制
の構築)

19  大学における医療人養成の在り方に関する調査研究 19
 令和元年度日本文化の魅力発信事業（先端技術を駆使した文化施設における日
本文化の魅力発信）

20  私立学校施設高度化推進事業費補助金

21
 先導的大学改革推進委託事業(大学教育改革の実態の把握及び分析等に関する
調査研究)

22  国費外国人留学生制度（特別プログラム）

23  データ関連人材育成プログラム

24
 科学技術イノベーション政策に携わる行政官の政策企画・立案能力向上のため
の人材育成プログラム開発に係る調査研究

25
 リサーチ・アドミニストレーターの認定制度構築に向けた認定基準等の作成に
資する調査・分析

26  大学・公的研究機関データ整備２０１８

27  先端加速器の低コスト化基盤技術の開発

28  科学研究費助成事業（特定奨励費）

29  次世代領域研究開発

30  国立大学における共同利用・共同研究拠点の新規認定

31  次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトの総合推進及び調査分析

32  海洋資源利用促進技術開発プログラム　海洋情報把握技術開発

33  地球観測技術等調査委託事業（宇宙航空科学技術推進委託費）

34  原子力損害賠償紛争審査会の現地視察等に係る賠償等基盤データの基礎調査

35
 スポーツによる地域活性化推進事業（スポーツによるまちづくり・地域活性化
活動支援事業）

36
 スポーツ人口拡大に向けた官民連携プロジェクト・ビジネスパーソン向け国民
運動（スポーツ推進企業等の認定による普及啓発事業）

37  スポーツ・デジタルアーカイブ・ネットワーク構想事業

38  スポーツ界のコンプライアンス強化事業（コンプライアンス教育の強化）

39  平成３０年度文化芸術創造都市推進事業

40  日本映画情報システム情報収集等業務

41  平成３０年度戦略的芸術文化創造推進事業

42  平成３０年度日本語教育総合調査

43  平成３０年度日本古美術海外展開催業務

書面・ヒアリング調査事業一覧

 情報化の進展に対応した著作権法制の検討のための調査研究「放送コンテンツ
等に関する権利処理の円滑化と権利者への適切な対価還元に係る諸外国の著作
権制度及びライセンシング環境に関する調査研究」

20

（別添） 

 


